
資料３ 

 

 

建設計画の計画期間を延長するための「高松市と香川町の合併によ

るまちづくりプラン（建設計画）」の変更についての意見の取りまと

めについて（依頼） 

 

１ 趣旨 

「高松市と香川町の合併によるまちづくりプラン（建設計画）」の一部について、別紙

のとおり変更したいので、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）

附則第２条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる同法第５条第９項の

規定により、地域審議会の意見を取りまとめていただくものです。 

 

２ 提出期限 

 平成２７年６月１６日（火） 

 

３ 提出先 

  市民政策局地域政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「高松市と香川町の合併によるまちづくりプラン（建設計画）」変更（案）

ページ 行
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変更前 変更後

(3) 計画の期間
　まちづくりの基本方針は、将来の都市づくりの方向性を展望した長
期的視野に立つものとし、施策・事業、公共的施設の統合整備及び財
政計画は、平成１７年度（合併の日）から平成２７年度までとしま
す。

(3) 計画の期間
　まちづくりの基本方針は、将来の都市づくりの方向性を展望した長
期的視野に立つものとし、施策・事業、公共的施設の統合整備及び財
政計画は、平成１７年度（合併の日）から平成３２年度までとしま
す。
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第５章　財政計画

　５－１　基本的な考え方

　この財政計画は、歳入・歳出の項目ごとに、現行制度を基本とし
て、過去の実績等を勘案しながら、合併年度及びこれに続く１０
年度（平成１７年度～平成２７年度）について、普通会計ベースで
推計しています。
　作成に当たっては、健全な財政運営を行うことを基本に、合併に
伴う経費節減、国や県の財政支援措置等を勘案しています。

　
　５－２　歳入・歳出の考え方

　（１）歳入
　　①　地方税・地方譲与税・交付金
　　　　過去の実績、今後の経済見通し等を踏まえる中で、現行制
　　　度を基本として、推計しています。なお、地方税は、不均一
　　　課税などの経過措置の影響も見込んでいます。
　　②　地方交付税等
　　　　臨時財政対策債を含む現行の普通交付税制度に基づくほ
　　　か、普通交付税算定の特例措置（合併算定替）、合併特例債
　　　の元利償還金に係る交付税措置など、合併に対する財政支援
　　　措置を見込んで推計しています。

　　③　国庫支出金・県支出金
　　　　現行制度を基本として、過去の実績等を勘案し、合併に伴
　　　い措置される補助金等の財政支援措置を見込んで推計してい
　　　ます。
　　④　地方債
　　　　建設計画の事業実施に伴う合併特例債や通常の事業債など
　　　の発行額を見込んで推計しています。
　　⑤　その他（分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産
　　　　収入、諸収入など）
　　　　その他の歳入については、過去の実績等を踏まえて推計し
　　　　ています。
　（２）歳出
　　①　人件費
　　　　合併後の退職者補充の抑制などによる一般職の職員数の削
　　　減、特別職・議員の減員などによる行政改革を目的とした人
　　　件費削減効果を見込んで推計しています。
　　②　扶助費
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。
　　③　公債費
　　　　合併前までに借り入れる地方債の元利償還金を算出した上
　　　で、建設計画の事業実施に伴う合併特例債など、計画の期間
　　　中に発行する地方債の元利償還金を加算して推計していま
　　　す。
　　④　物件費・補助費等
　　　　過去の実績等を踏まえ、合併による合理化・効率化を見込
　　　んで推計しています。
　　⑤　投資的経費（普通建設事業費）
　　　　建設計画に基づく事業及びその他の普通建設事業費を見込
　　　んで推計しています。
　　⑥　その他経費（維持補修費、積立金、投資・出資・貸付金、
　　　　繰出金）
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。

第５章　財政計画

　５－１　基本的な考え方

　この財政計画は、合併年度及びこれに続く１５年度（平成１７年度
～平成３２年度）について、普通会計ベースで推計しています。
　作成に当たっては、平成１７年度から平成２５年度までの数値を、
それぞれ決算額で、平成２６年度については、平成２６年度３月補正
後の予算額で見込み、平成２７年度から平成３２年度までの数値は、
歳入・歳出の項目ごとに、現行制度を基本として、過去の実績等を勘
案しています。

　５－２　歳入・歳出の考え方

　（１）歳入
　　①　地方税・地方譲与税・交付金
　　　　過去の実績、現時点で明らかな制度改正等を踏まえる中で、
　　　現行制度を基本として、推計しています。

　　②　地方交付税等
　　　　臨時財政対策債を含む現行の普通交付税制度に基づくほ
　　　か、普通交付税算定の特例措置（合併算定替）、合併特例債
　　　の元利償還金に係る交付税措置などを見込んで推計してい
　　　ます。

　　③　国庫支出金・県支出金
　　　　現行制度を基本として、過去の実績等を勘案して推計して
　　　います。

　　④　地方債
　　　　建設計画の事業実施に伴う合併特例債や通常の事業債など
　　　の発行額を見込んで推計しています。
　　⑤　その他（分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産
　　　　収入、諸収入など）
　　　　その他の歳入については、過去の実績等を踏まえて推計し
　　　　ています。
　（２）歳出
　　①　人件費
　　　　第４次職員数の適正化計画（改定）及び退職予定者数など
　　　を見込んで推計しています。

　　②　扶助費
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。
　　③　公債費
　　　　平成２５年度までの借入に係る地方債の元利償還金に加え、
　　　建設計画の事業実施に伴う合併特例債など、計画の期間中に
　　　発行する地方債の元利償還金を加算して推計しています。

　　④　物件費・補助費等
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。

　　⑤　投資的経費（普通建設事業費）
　　　　建設計画に基づく事業及びその他の普通建設事業費を見込
　　　んで推計しています。
　　⑥　その他経費（維持補修費、積立金、投資・出資・貸付金、
　　　　繰出金）
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。
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第５章　財政計画

　５－１　基本的な考え方

　この財政計画は、歳入・歳出の項目ごとに、現行制度を基本とし
て、過去の実績等を勘案しながら、合併年度及びこれに続く１０
年度（平成１７年度～平成２７年度）について、普通会計ベースで
推計しています。
　作成に当たっては、健全な財政運営を行うことを基本に、合併に
伴う経費節減、国や県の財政支援措置等を勘案しています。

　
　５－２　歳入・歳出の考え方

　（１）歳入
　　①　地方税・地方譲与税・交付金
　　　　過去の実績、今後の経済見通し等を踏まえる中で、現行制
　　　度を基本として、推計しています。なお、地方税は、不均一
　　　課税などの経過措置の影響も見込んでいます。
　　②　地方交付税等
　　　　臨時財政対策債を含む現行の普通交付税制度に基づくほ
　　　か、普通交付税算定の特例措置（合併算定替）、合併特例債
　　　の元利償還金に係る交付税措置など、合併に対する財政支援
　　　措置を見込んで推計しています。

　　③　国庫支出金・県支出金
　　　　現行制度を基本として、過去の実績等を勘案し、合併に伴
　　　い措置される補助金等の財政支援措置を見込んで推計してい
　　　ます。
　　④　地方債
　　　　建設計画の事業実施に伴う合併特例債や通常の事業債など
　　　の発行額を見込んで推計しています。
　　⑤　その他（分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産
　　　　収入、諸収入など）
　　　　その他の歳入については、過去の実績等を踏まえて推計し
　　　　ています。
　（２）歳出
　　①　人件費
　　　　合併後の退職者補充の抑制などによる一般職の職員数の削
　　　減、特別職・議員の減員などによる行政改革を目的とした人
　　　件費削減効果を見込んで推計しています。
　　②　扶助費
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。
　　③　公債費
　　　　合併前までに借り入れる地方債の元利償還金を算出した上
　　　で、建設計画の事業実施に伴う合併特例債など、計画の期間
　　　中に発行する地方債の元利償還金を加算して推計していま
　　　す。
　　④　物件費・補助費等
　　　　過去の実績等を踏まえ、合併による合理化・効率化を見込
　　　んで推計しています。
　　⑤　投資的経費（普通建設事業費）
　　　　建設計画に基づく事業及びその他の普通建設事業費を見込
　　　んで推計しています。
　　⑥　その他経費（維持補修費、積立金、投資・出資・貸付金、
　　　　繰出金）
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。

第５章　財政計画

　５－１　基本的な考え方

　この財政計画は、合併年度及びこれに続く１５年度（平成１７年度
～平成３２年度）について、普通会計ベースで推計しています。
　作成に当たっては、平成１７年度から平成２５年度までの数値を、
それぞれ決算額で、平成２６年度については、平成２６年度３月補正
後の予算額で見込み、平成２７年度から平成３２年度までの数値は、
歳入・歳出の項目ごとに、現行制度を基本として、過去の実績等を勘
案しています。

　５－２　歳入・歳出の考え方

　（１）歳入
　　①　地方税・地方譲与税・交付金
　　　　過去の実績、現時点で明らかな制度改正等を踏まえる中で、
　　　現行制度を基本として、推計しています。

　　②　地方交付税等
　　　　臨時財政対策債を含む現行の普通交付税制度に基づくほ
　　　か、普通交付税算定の特例措置（合併算定替）、合併特例債
　　　の元利償還金に係る交付税措置などを見込んで推計してい
　　　ます。

　　③　国庫支出金・県支出金
　　　　現行制度を基本として、過去の実績等を勘案して推計して
　　　います。

　　④　地方債
　　　　建設計画の事業実施に伴う合併特例債や通常の事業債など
　　　の発行額を見込んで推計しています。
　　⑤　その他（分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産
　　　　収入、諸収入など）
　　　　その他の歳入については、過去の実績等を踏まえて推計し
　　　　ています。
　（２）歳出
　　①　人件費
　　　　第４次職員数の適正化計画（改定）及び退職予定者数など
　　　を見込んで推計しています。

　　②　扶助費
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。
　　③　公債費
　　　　平成２５年度までの借入に係る地方債の元利償還金に加え、
　　　建設計画の事業実施に伴う合併特例債など、計画の期間中に
　　　発行する地方債の元利償還金を加算して推計しています。

　　④　物件費・補助費等
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。

　　⑤　投資的経費（普通建設事業費）
　　　　建設計画に基づく事業及びその他の普通建設事業費を見込
　　　んで推計しています。
　　⑥　その他経費（維持補修費、積立金、投資・出資・貸付金、
　　　　繰出金）
　　　　過去の実績等を踏まえて推計しています。

◇財政計画（平成１７年度～平成２７年度）
【歳入】【歳出】の表は、別紙１

◇財政計画（平成１７年度～平成３２年度）
【歳入】【歳出】の表は、別紙２



 変更前 別紙１ 

 - 1 - 

◇ 財政計画（平成１７年度～平成２７年度） 

【歳入】                                                （単位 百万円） 

区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

地方税 54,034  53,287  53,425  53,566  52,676  53,020  53,566  52,738  53,080  53,506  52,678  

地方譲与税 1,718  1,719  1,719  1,719  1,719  1,719  1,719  1,719  1,719  1,719  1,719  

交付金 7,429  7,398  7,409  7,412  7,417  7,417  7,382  7,355  7,355  7,355  7,355  

地方交付税等 13,741  13,592  13,369  13,131  13,054  12,905  12,856  12,807  12,757  12,708  12,193  

国庫支出金 16,207  16,095  16,475  16,797  17,208  17,617  18,047  18,492  18,949  19,429  19,930  

県支出金 4,502  4,309  4,383  4,443  4,506  4,578  4,652  4,730  4,806  4,890  4,978  

地方債 5,882  5,471  5,521  5,521  5,571  5,521  5,521  5,521  5,521  5,521  4,571  

その他 9,450  8,494  8,540  8,442  8,282  7,851  7,851  7,851  7,851  7,851  7,851  

歳入合計 112,963  110,365  110,841  111,031  110,433  110,628  111,594  111,213  112,038  112,979  111,275  

 

【歳出】 

区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

人件費 25,718  25,694  27,417  26,640  26,699  27,400  27,374  27,251  27,671  28,096  28,183  

扶助費 21,758  22,387  23,037  23,709  24,402  25,121  25,864  26,631  27,427  28,248  29,104  

公債費 16,570  16,069  15,684  14,473  13,414  12,329  11,645  10,940  10,601  9,859  9,250  

物件費 11,828  11,398  11,398  11,343  11,343  11,243  11,243  11,243  11,243  11,243  11,243  

補助費等 9,081  9,642  9,450  9,479  9,162  9,032  8,992  8,678  8,664  8,612  8,612  

投資的経費 12,901  10,200  8,821  10,401  10,427  10,133  11,164  10,932  10,796  11,041  8,733  

その他経費 15,107  14,975  15,034  14,986  14,986  15,370  15,312  15,538  15,636  15,880  16,150  

歳出合計 112,963  110,365  110,841  111,031  110,433  110,628  111,594  111,213  112,038  112,979  111,275  
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 変更後 別紙２  

  

 

◇ 財政計画（平成１７年度～平成３２年度） 

【歳入】                                                   （単位 百万円） 

区 分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成 28年度 平成29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成32年度 

地方税 61,977 62,485 66,513 66,090 63,716 62,408 63,131 63,615 62,622 64,337 63,482 61,995 61,878 61,103 61,103 61,103 

地方譲与税 2,859 4,168 1,382 1,324 1,266 1,149 1,119 1,051 1,007 951 965 962 962 962 962 962 

交付金 8,654 8,493 7,082 6,596 6,400 6,189 5,930 5,626 6,173 6,454 9,257 9,740 10,501 11,573 11,573 11,572 

地方交付税等 15,164 14,498 14,391 14,672 16,857 17,937 19,915 18,884 19,363 18,739 18,017 18,332 19,886 18,814 18,797 18,464 

国庫支出金 16,606 15,356 14,809 17,468 29,052 25,042 24,473 23,160 24,616 24,717 24,377 26,448 26,575 24,116 24,153 24,309 

県支出金 6,507 5,937 6,477 6,186 6,814 7,714 8,822 7,507 7,962 8,167 9,228 8,578 8,538 8,706 8,909 9,054 

地方債 10,350 8,411 7,121 10,601 12,727 15,996 15,921 16,020 16,077 20,230 24,070 24,503 24,420 16,026 13,109 12,824 

その他 33,790 16,459 19,009 15,734 15,205 16,605 14,727 17,886 18,618 14,965 14,064 15,281 15,806 14,888 14,530 15,714 

歳入合計 155,907 135,807 136,784 138,671 152,037 153,040 154,038 153,749 156,438 158,560 163,460 165,879 168,566 156,188 153,136 154,002 

 

【歳出】 

区 分 平成 17年度 平成 18年度 平成19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

人件費 30,076 30,669 31,895 29,815 29,857 29,736 29,656 29,246 27,968 28,551 30,674 29,824 29,521 30,153 29,945 29,893 

扶助費 23,155 24,552 25,926 26,877 28,351 35,117 36,669 36,758 36,641 37,827 38,335 38,820 39,189 39,573 39,965 40,366 

公債費 19,719 20,281 20,492 19,591 18,780 18,076 17,587 16,971 16,578 16,558 16,448 16,711 17,081 17,120 17,378 17,952 

物件費 16,365 15,092 15,039 14,280 15,087 15,132 15,679 15,526 16,476 18,288 18,261 18,648 18,334 18,142 18,142 18,142 

補助費等 9,759 6,155 6,859 6,897 14,694 7,767 12,041 11,923 13,338 14,760 13,266 13,789 13,394 13,451 13,451 13,451 

投資的経費 21,391 14,613 11,840 18,062 21,741 17,095 17,450 17,464 17,870 21,574 26,953 27,857 30,109 15,706 12,254 11,742 

その他経費 25,144 18,917 19,285 18,287 18,413 24,764 18,202 17,967 20,733 21,002 19,523 20,230 20,938 22,043 22,001 22,456 

歳出合計 145,609 130,279 131,336 133,809 146,923 147,687 147,284 145,855 149,604 158,560 163,460 165,879 168,566 156,188 153,136 154,002 
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 地域審議会の設置並びにその組織及び運営の見直しについて 

＜理由＞ 

建設計画等の期間延長に伴い、地域審議会の設置期間を延長するとともに、定例会
の開催回数を見直します。 

項目 見直し前 見直し後 

設置期間 平成２８年３月３１日まで 平成３３年３月３１日まで 

定例会開催回数 毎年度２回開催 毎年度１回開催 

委員定数 １５人以内 １５人以内（変更なし） 

項目  
平成２７年度 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１～３月 

地域審
議会の
見直し 

・地域審議会 
 勉強会 

・第1回 
 地域審議会 

・協議を変更する条例準備  ・市議会議決 ・委員委嘱準備 

＜見直し内容＞ 

※必要な審議案件がある場合は、適宜、臨時会又は勉強会の開催は可能です。 

＜今後のスケジュール＞ 
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